
 一般財団法人産栄会の運営につきましては、平素からご理解、ご協力を賜り誠にありがとうございます。
 当会は、平成25年４月１日に財団法人から一般財団法人へ移行し、９年目を迎えました。令和２年度において

は、コロナ禍で大幅な減収となりましたが、従来どおり産業医科大学における産業医学水準の向上に資するこ
と、産業医科大学病院の患者への慰藉救済及び教職員、学生に対する支援等の事業を実施いたしました。

この度、令和３年６月３日（木）開催の第25回理事会及び６月23日（水）開催の第９回評議員会において、令
和２年度の事業報告及び決算等が承認されましたので、ご報告いたします。主要な事項は、次のとおりです。

事業報告及び決算等について

３　令和２年度公益目的支出計画実施報告
　当会は、一般財団法人に移行後、25年の計画期間において、保有する公益目的財産額を消費していく必要がありま
す。令和２年度についても計画通り着実に実行いたしました。

４　評議員、理事及び監事の選任並びに代表理事の選定 （任期満了に伴う役員等の改選）
　評議員：尾澤英夫氏、木村聡氏、黒木弘明氏、佐藤寛晃氏、田中文啓氏、久岡正典氏、福澤義行氏
　理　事：井手真次氏、大松真弓氏、小畑泰子氏、濵田稔氏、平田敬冶氏、森山寛氏、吉田剛氏
　監　事：井上徳子氏、日髙明氏
　以上の役員等が選任され、代表理事（会長）には森山寛氏が選定されました。　（氏名は五十音順）

　　今後も適正な事業運営に努めてまいりますので、ご理解、ご支援を賜りますようお願いいたします。
　　なお、ご意見、ご要望がございましたら、当会までお寄せください。  

一般財団法人　産栄会　　電話：093－691－7124　内線：2169　Ｅ-mail：san_ei_kai@yahoo.co.jp

１　令和２年度事業報告
　　主要な事業の内容は、下表のとおりです。  

貸借対照表（令和３年３月31日現在）
（単位：千円）

正味財産増減計算書

※各財務諸表は千円未満切り捨て表示のため、必ずしも合計とは一致しません。

２　令和２年度決算
　　貸借対照表及び正味財産増減計算書については、下表のとおりです。

（単位：千円）

事　　業　　名　（ 事 業 内 容 ） 助成金額

⑴ 調査研究等への助成事業 ① 学会、学術集会、公開講座等の運営に対する助成
② 教員、医療従事者が参加する研鑽活動に対する助成 306 万円

⑵  学生の正課教育、正課外教育等へ
の支援事業

① 医聖会の運営のための助成
② 学生のクラブ活動等課外活動への助成
③ 医学部学生への助成（将来の産業医育成等）
④ 産業保健学部学生への助成（将来の看護師育成等）
⑤ 図書館への図書の寄贈

403 万円

⑶  患者への慰藉救済及び便宜供与の
事業

① 車椅子利用者の乗降介助
② 遊歩道周りの植栽管理等環境整備
③  アイバンク登録者、咽頭摘出患者の会、血液疾患ひまわりの会への助成

511 万円

⑷ 産業医科大学への特定寄附 産業医養成及び産業医学への貢献の事業のための産業医科大学への特定寄附 700 万円
⑸ 産業医学基礎研修会の支援事業
⑹ 外来駐車場の運営等による利用者サービスの向上
⑺ その他　切手・収入印紙等の販売等

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
Ⅰ資産の部 Ⅱ負債の部

　　流動資産 406,538 　　流動負債 9,938

　　固定負債 20,771

　　固定資産 166,198 負債合計 30,709

Ⅲ正味財産の部

　　指定正味財産 0

　　一般正味財産 542,026

正味財産合計 542,026

合　　計 572,736 合　　計 572,736

科　　　目 金　　額
Ⅰ一般正味財産増減の部
　1．経常増減の部
　　⑴経常収益 111,405
　　⑵経常費用 110,423
　　　当期経常増減額 982
　2．経常外増減の部
　　⑴経常外収益 0
　　⑵経常外費用 672
　　　当期一般正味財産増減額 310
　　　一般正味財産期首残高 541,716
　　　一般正味財産期末残高 542,026
Ⅱ指定正味財産増減の部
　指定正味財産期首残高 0
　指定正味財産期末残高 0
Ⅲ正味財産期末残高 542,026

一般財団法人 産栄会から  一般財団法人 産栄会から  産学連携・知的財産本部から

産学連携ニュース

知的財産アドバイザー　中村　邦彦

2001年に経済産業省が提唱した「大学発ベン
チャー1000社計画」は、技術移転機関（TLO）
整備事業、知的財産本部整備事業、国立大学法
人化等の国の施策に後押しされ、2004年度に達
成されました。その後、停滞した時期もありま
したが、2018年以降は急伸に転じ、2020年度
にはベンチャー企業数は2901社にまで伸びてい
ます。
この急伸の背景には、国の施策があるようで
す。2014年１月施行の産業競争力強化法におい
て、国立大学法人等が、大学のファンドを通じ
て大学発ベンチャーへの出資等を行うことがで
きる制度が新設されました。国が4つの大学を選
定して1000億円を出資し、その４大学には認定
を受けたベンチャーキャピタル（認定VC）が創
設されました。出資を受けた大学では事業化に
必要な人材の集積と育成のプラットフォームを
形成し、認定VCは大学発ベンチャーへの出資を
行うことになりました。選定から外れた大学で
も、独自に或いは金融機関や行政機関等と共同
でVCを設立して、大学発ベンチャー支援を始め
たところもあります。2017年には指定国立大学
法人制度が出来て、指定国立大学ではコンサル
ティング、研修・講習に関する大学発ベン
チャーへの出資も可能になりました。
私は、大学の産学連携部門で17年間働いてき
ましたが、研究がやっと完成する段階に来て定
年を迎え、研究活動を継続できなくなったとい
う事例を少なからず見てきました。研究者の中
には、自ら起業して定年後も活躍している方も
いますが、起業には多くの資金が必要で、融資
を受けるとリスクを抱え込むため、起業の決断
には高いハードルを越えなければなりません。
しかし、大学発ベンチャーが、自ら大型投資を
必要とする製造業や新薬研究開発業を行うので
はなく、大学の研究成果の実用化に興味を持つ
企業に対してコンサルティングを行うというの
であれば、起業のリスクはかなり低くなりま

す。大学が持つ起業支援プラットフォームを活
用し、大学のVCの出資を受けることが出来れ
ば、さらに起業のハードルは下がるでしょう。
また、産業界としても、今までの共同研究の
ような具体的な研究課題だけではなく、イノ
ベーションのコア技術の種の段階から戦略的に
大学発コンサルティング企業と連携することが
可能になれば、イノベーション・エコシステム
に繋がる成果も期待できるでしょう。
本学においては、2006年に法人の出資を受け
て、㈱産業医大ソリューションズが創立され、
本学発ベンチャー企業としてコンサルティング
業務、講演・研修業務を行ってきた実績があり
ます。国公立大学においては指定国立大学法人
だけにやっと許されることになった体制が、本
学には10年以上前から既に構築出来ていたこと
になります。イノベーションを生み出すような
コア技術に関するコンサルティング企業であれ
ば、株式上場を目指せるような起業も夢ではな
いかも知れません。
文部科学省は、研究成果展開事業の大学発新
産業創出拠点プロジェクト（START事業）及び
社会還元加速プログラム（SCORE事業）によ
り、広く大学の起業支援をしています。そのよ
うな中で、今年、九州工業大学、北九州市立大
学、長崎大学、㈱FFGベンチャービジネスパー
トナーズが共同で拠点都市環境整備型SCORE事
業に採択され、個別分野での起業を目指した研
究と北九州市をスタートアップ・エコシステム
拠点都市とするための起業支援プラットフォー
ム構築を行うようです。当該プラットフォーム
はSCORE事業後も、オンデマンドビデオ講義や
個別相談等により、地域の大学への起業支援活
動を継続して行う予定だそうですので、本学で
起業を目指す研究者も活用できるのではないか
と思います。
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